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決 定 書 

 

第１ 監 査の結 果  

本件 請 求について、請求 人の主張 には理 由がなく、措置 する必 要は認 めら

れない。 

 

第２ 請 求の受 付  

１ 請 求 人 

氏  名 横 山  和 輝  

 

２ 請求 書の提 出  

請求 書の提出 は、令 和３年１１月 １２日である。 

 

３ 請求 の内 容  

      請求 人 提出 の篠 栗町 職員 請 求書 （住 民監 査 請求 書）による 

主張 の事 実の趣旨 及 び措 置要 求は別添 資 料１のとおりである。 

 

４ 請求 の要 件 審査  

       監 査 委 員 は令 和 ３年 １１月 １２日 に要 件 審 査 を行 い、本 件 請 求 に つい

て、地 方 自 治 法 （昭 和 ２２年 法 律 第 ６７号 。以 下 「法 」といいます。）第 ２４２

条 所 定 の要 件 を具 備 しているものと認 め、監 査 を実 施 することを決 定 しまし

た。 

 

 

第３ 監 査の実 施  

１ 監査 対 象事 項の決定  

       篠 栗 町 （以 下 「町 」といいます。）が篠 栗 北 地 区 産 業 団 地 整 備 事 業 に係

る契 約 の締 結 及 び履 行 並 びに財 産 管 理 の事 務 に関 することについて、請

求 の内 容 及 び陳 述 並 びに要 件 審 査 の結 果 を総 合 的 に判 断 して監 査 対 象

事項 としました。 

 

   ２ 監 査対 象 部 局  

       まちづくり課としました。 

 

 

 

   ３ 請 求人 の証 拠の提出 及び陳述 の聴収  
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   ３ 請 求人 の証 拠の提出 及び陳述 の聴収  

監 査 委 員 は、法 第 ２４２条 第 ７項 の規 定 に基 づき、請 求 人 に証 拠 の提

出 及 び陳 述 の機 会 を設 けました。令 和 ３年 １１月 ２４日 に請 求 人 対 して陳

述を行 いました。 

また、令 和 ３年１２月 ３日にまちづくり課から弁 明 書（別 添 資 料 ２のとおり）

を受けとり、令和 ３年 １２月 ８日に同 課職 員 から陳述を聴収しました。 

 

第４ 監 査の結 果  

   １ 請 求人 及び監査 対 象局の陳 述  

       令 和 ３年 １１月 ２４日 に請 求 人 から聴 収 した陳 述 内 容 は、監 査 請 求 書 の

とおりで新たな証拠はなかった。 

また、令 和 ３年 １２月 ８日 にまちづくり課 職 員 から聴 収 した陳 述 内 容 は、

弁明 書のとおりで、新 たな証 拠書 類（別 添 資料 ３）の提 出があった。 

 

   ２ 事 実関 係の確認  

       請 求人からの提 出書 面及 び請 求 人の陳述 、監査 対象 部局 の 

弁明 書 並びに監査 委 員の調査により、次の事実を認めました。 

 

 

（１）土地 の売 買 契約 書の怠る事実 １について 

    

請求 人の主張  

篠 栗 町 長 （当 時 の篠 栗 町 長 は三 浦 正 であるが、以 下 「町 長 」といいます。）

は、平 成 ３１年 ２月 １５日 、町 と株 式 会 社 やまやコミュニケーションズ（以 下

「やまや」という。）との間で、土 地 売買 契 約 書を締 結した。 

さらに、町 長 は、法 第 ９６条 第 １項 第 ８号 及 び「篠 栗 町 議 会 の議 会 に付 す

べき契 約 及 び財 産 の取 得 又 は処 分 に関 する条 例 」（以 下 「議 決 条 例 」とい

います。）第 ３条 に従 って、平 成 ３１年 ３月 １８日 本 件 土 地 売 買 契 約 について

篠栗 町 議会 （以 下「議会 」といいます。）の承認を得た。 

しかし、本 土 地 売 買 契 約 書 には、売 買 代 金 の支 払 と保 証 金 に関 する条

項 は存 在 していたが（第 ３条 、第 ５条 ）、売 買 代 金 の支 払 を延 滞 した場 合 の

遅延 損 害金 （延 滞金 ）に関 する条項 は存 在しなかった。 

 

 

     町 （まちづくり課）の主 張  

      土 地 売 買 契 約 書 第 １２条 （所 有 権 移 転 前 の甲 の解 除 権 ）において、契

約 保 証 金 を違 約 金 として徴 収 することができるため、延 滞 金 の条 項 を設 け

ず違 約 金 の徴 収 で対 応 するようにしております。なお、これらの事 象 により
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契 約 解 除 に至 った場 合 は、議 会 に諮 るべきものです。説 明 がなかったこと

の主 張 については、議 決 条 例 において議 決 が必 要 な事 項 とされていませ

ん。なお、平 成 ３１年 第 １回 篠 栗 町 議 会 定 例 会 において議 案 第 １６号 「財

産 の処 分 について」を上 程 し、その議 案 書 に売 買 契 約 書 の写しを添 付 して

おり、その結 果 、総 務 建 設 委 員 会 で全 員 賛 成 にて承 認 を受 け、同 年 ３月 １

８日の採 決において全員 賛 成で議会 の承 認を得 ているところです。 

 

 

請求 人の主張  

篠 栗 町 債 権 管 理 条 例 第 ８条 第１項 には、「債 権 管 理 者は、第 ６条 の規定

により督 促 を受 けた者 が、同 条 の規 定 により指 定 された期 限 までにその納

付 すべき私 債 権 等 を納 入 しないときは、同 条 の規 定 により指 定 した期 限 の

翌 日 から納 入 の日 までの期 間 の日 数 に応 じ、督 促 した私 債 権 等 の金 額 に

民 法 （明 治 ２９年 法 律 第 ８９号 ）第 ４０４条 第 １項 に規 定 する割 合 を乗 じて計

算 した金 額 に相 当 する遅 延 損 害 金 を徴 収 する。ただし、当 該 遅 延 損 害 金

の金 額 に１００円 未 満 の端 数 があるときはその端 数 金 額 を、当 該 遅 延 損 害

金 の金 額 が１００円 未 満 であるときはその金 額 を徴 収 しない。」と規 定 されて

いる。(以 下「本 件条 例」という。) 

町 長 は、本 件 土 地 売 買 契 約 書 に本 件 条 例 に規 定 する遅 延 損 害 金 （延

滞 金 ）に関 する条 項 入 れず、かつ、本 件 土 地 売 買 契 約 書 について議 会 の

承 認 を得 る際 、議 会 に対 し、延 滞 金 に関 する条 項 を入 れていないことにつ

いて、説明を行う義 務 があるのに、説 明を行 わなかった。 

そもそも、「普 通 地 方 公 共 団 体 の執 行 機 関 は、（中 略 ）当 該 普 通 地 方 公

共 団 体 の事 務 を、自 らの判 断 と責 任 において、誠 実 に管 理 し
．．．．．．

及 び執 行 する

義 務 を負 う。」（法 第 １３８条 の２、傍 点 は請 求 人 が付 したもの。）。また、「（前

略 ）普 通 地 方 公 共 団 体 の財 産 は、（中 略 ）適 正 な対 価 なくして
．．．．．．．．．

これを譲 渡 し、

若 しくは貸 し付 けてはならない。」法 第 ２３７条 ２項 、傍 点 は請 求 人 が付 した

もの。）。これらの規 定 は、普 通 地 方 公 共 団 体 の執 行 機 関 は、当 該 普 通 地

方 公共 団 体の財 産を誠 実かつ適正 に管理 しなければならない義 務があるこ

とを定 めたものであり、その沿 革 としては、憲 法 １４条 が要 請 する平 等 原 則

（恣 意 的 ・不 合 理 な行 政 権 行 使 の禁 止 ）と憲 法 １３条 が要 請 する比 例 原 則

（行 政 権 行 使 の内 容 を実 現 しようとする目 的 との間 の合 理 的 な比 例 関 係 の

要請 ）に由来するものである（以下 「行 政の公平 性」といいます。）。 

ところが、町 長 は、篠 栗 北 地 区 産 業 団 地 事 業 計 画 の事 業 用 地 に関 する

売 買 契 約 のうち、令 和 ３年 ２月 ２２日 に町 が株 式 会 社 久 原 本 家 食 品 （以 下

「久 原 本 家 」といいます。）と締 結 した土 地 売 買 契 約 書 第 ４条 には、土 地 売

買 代 金 の支 払 いに関 する延 滞 金 条 項 を設 け未 納 入 額 につき年 １４．６パー

セントの割 合 による延 滞 金 を徴 収 することができる旨 を明 記 している。このよ
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うに、やまやとの売 買 契 約 書 には、延 滞 金 に関 する条 項 を入 れず、久 原 本

家 との売 買 契 約 書 には、延 滞 金 に関 する条 項を入 れており、契 約 条 件につ

いて不 平 等 であるといわざるを得 ない。このような契 約 条 件 における不 平 等

は、行 政 の公 平 性 に違 反 し、その結 果 として、町 の公 有 財 産 や町 財 政 の健

全性を棄損 し、町の住民を含む町全 体の利益を棄損 するものである。 

したがって、延 滞 金 に関 する条 項 を欠 く本 売 買 契 約 書 を締 結 した町 長 の

行 為 は、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 が規 定 する義 務 を怠 る違 法 なもので

あって、町 長 は、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 が規 定 する義 務 を履 践 しな

ければならない。 

 

 

町（まちづくり課 ）の主 張  

ケアユー株 式 会 社 （以 下 「ケアユー」といいます。）、極 東 ファディ株 式 会

社 （以 下 「ファディ」といいます。）、やまやの３社 は、売 買 契 約 書 を当 該 産 業

団 地 造 成 工 事 完 了 前 に売 買 契 約 の締 結 （やまや：平 成 ３１年 ２月 １５日 ・フ

ァディ：平 成 ３１年 ２月 １５日 ・ケアユー：平 成 ３１年 ２月 ２７日 ）を行 っており、

売 買 価 格 の２割 を契 約 保 証 金 として事 前 に受 領 しています。この契 約 保 証

金 の目 的 は、造 成 工 事 完 了 前 の契 約 であり、土 地 引 渡 しまでに一 定 期 間

を要 することから売 買 契 約 の成 立 を明 確 に表 すために手 付 金 としたもので

す。また、２割 の契 約 保 証 金 は、当 該 産 業 団 地 の整 備 費 用に充 て、篠 栗 北

地区 産 業団 地 整備 事業 特 別会 計の運用 を行ってまいりました。 

次 に久 原 本 家 と東 洋 冷 蔵 株 式 会 社 （以 下 「東 洋 冷 蔵 」といいます。）、松

原 食 品 株 式 会 社 （以 下 「松 原 食 品 」といいます。）の３社 との契 約 時 期 は、

造 成 工 事 が既 に完 了 しており、進 出 に向 けた検 討 が短 期 間 で行 え、売 買

契 約 締 結 後 からスムーズな入 金 手 続 きに移 行 できることから土 地 売 買 代 金

の入 金 は、一 括 で納 付 いただくように条 件 に盛 り込 んでいます。但 し、土 地

代 金 の一 括 支 払 いに対 する履 行 担 保 がないことから、町 が容 認 できない事

案 によって入 金 が遅 れた場 合は、１４．６％の遅 延 利 息を課 すよう設 定しまし

た。 

要 するに造 成 工 事 完 了 前 か後 かによって、契 約 から引 き渡 しまでの期 間

や進 出 企 業 の検 討 の段 階 や条 件 が異 なることから、おのずと契約 条 件 が変

わることは当然 であり、また、双 方その状 況 を同意した上 で、契 約を行ってい

ることから不 公 平 な契 約 ではありません。また、何 等 かを棄 損 する話 でもあり

ません。 
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（２） 財 産の処 分の変更を怠る事 実２について 

 

請求 人の主張  

令 和 ２年 ５月 ２０日 に測 量 により本 件 土 地 の面 積 が確 定 したことを受 けて、

篠 栗 町 長 は、令 和 ２年 ６月 ３日 、面 積を「１３，５８８平 方 メートル」から「１３，５

８８．０１平 方 メートル」に変 更 し、売 却 額 を「金 ６７２，６０６，０００円 」から「６７

２，６０６，４９５円」に変 更する覚 書をやまやと締結した。 

令 和 ２年 ７月 ３日 、福 岡 県 より造 成 工 事 の完 了 公 告 がなされ、町 長 は、

同 月 ８日 、売 買 代 金 の変 更 に関 する議 案 を議 会 に提 出 し、議 会 の承 認 を

得た（事実 証明 書 ６号証 ）。 

しかし、上 記 １で述 べたとおり、本 議 案 は、そもそも本 件 売 買 契 約 書 が延

滞 金 に関 する条 項 を欠 き、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 に違 反 する以 上 、

本 議 案 も行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 に違 反 する瑕 疵 を継 承 する。したが

って、延 滞 金 に関 する条 項 を欠 く本 議 案 を議 会 に提 出 することは、行 政 の

公 平 性 及 び本 件 条 例 が規 定 する義 務 を怠 る違 法 なものであり、その結 果 と

して、町 の公 有 財 産 や町 財 政 の健 全 性 を棄 損 し、町 の住 民 を含 む町 全 体

の利 益を棄 損するものである。 

したがって、町 長 は、延 滞 金 に関 する条 項 を本 議 案 に追 加 し、追 加 後 の

本 議 案 の承 認 を得 るなどの義 務 を負 っているにもかかわらず、これらの義 務

を怠っているといわざるを得 ない。 

       

 

町（まちづくり課 ）の主 張  

「怠 る事 実 １」と同 様 、議 決 条 例 において議 決 案 件 として定 められていな

いことから、上 程する義務はありません。 

 

 

（３） 売 買 代金 の支 払い関する覚書の怠 る事 実３について 

    

請求 人の主張  

やまやは、町長 に対し、売買 残 代 金の支払 いを６か月 延期 してもらいたい

旨の令和 2 年 ７月１３日付 請 願書を提出した。 

この文 書 には、理 由 はさだかではないが町 の受 付 印 が押 印 されていなか

った。この請 願 書 を受 けた町 長 は、やまやの請 願 の必 要 性 ・合 理 性 等 につ

いて必 要 な調 査 をすることなく、議 会 の承 認 も得 ないで、その請 願 書 をその

まま容 認 し、やまやとの間 で、残 代 金 の支 払 期 限 を令 和 ３年 ２月 １日 に延 期

する旨の土 地 売 買 代 金 の支 払 いに関 する令 和 ２年 ７月 ２０日 付 覚 書を締 結

した。 
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町（まちづくり課 ）の主 張  

令 和 ２年 ９月 １７日に実 施 いたしました篠 栗 北 地 区 産 業 団 地 整 備 事 業 特

別 委 員 会 で支 払 いを猶 予 した理 由 と延 期 した支 払 期 限 を請 求 人 も含 めた

全議 員に説明を行っています。 

また、新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 の影 響 による支 払 期 限 猶 予 の申 し出

をやまやから受 け、財 務 状 況 の見 通 しや企 業 活 動 の状 況 をヒアリングし、工

場 稼 働 の状 況 を確 認 するなど状 況 把 握 に努 めました。また、町 執 行 部 の中

で履 行 期 限 の延 長 を検 討 するにあたり、新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 の影

響 や国 の経 済 支 援 措 置 、やまやの進 出 で得 られる企 業 税 収 や新 たな雇 用

創 出 、人 口 減 少 の抑 制 、国 内 外 からの観 光 人 口 の流 入 、そしてまちづくり

に対 する貢 献 など様 々な影 響 を観 点 で協 議 を行 い、これらを検 討 した上 で

猶予を与える判 断を総合 的に行い、支払 期限 の延 長を行っています。 

なお、令 和 ２年 ７月 １３日 にやまやからの支 払 期 限 猶 予 に関 する請 願 書

を受 領 し、同 年 ７月 ２０日 に猶 予 を行 うための「土 地 売 買 代 金 の支 払 いに関

する覚書 」の決 裁を受 けております。 

 

 

請求 人の主張  

（１） 法 第 ２４０条 第 ３項 、地 方 自 治 法 施 行 令 （以 下 「施 行 令 」といいます。）

第 １７１条 の６第 １項 及 び篠 栗 町 財 務 規 則 （以 下 「財 務 規 則 」といいま

す。）又は法 第９６条 第１項第 １２号の違反  

本 覚 書 の法 的 性 質 は、法 第 ２４０条 第 ３項 、施 行 令 第 １７１条 の６第 １項 

に規 定 された「特 約 」又 は法 第 ９６条 第 １項 第 １２号 に規 定 された「和 解 」

であると解 されることから、それぞれの適 法性 を検討する。 

 

   ア 本 覚 書の法 的 性 質が「特 約 」であると解 した場 合の法 第２４０条第 ３項 、施

行令 第１７１条の６第 １項、財 務規 則の違反  

     法 ２４０条 第 ３項 は、普 通 地 方 公 共 団 体 の長 は、債 権 について、政 令 の定

めるところにより、その徴 収 停 止 、履 行 期 限 の延 長 又 は当 該 債 権 に係 る

債務 の免 除をすることができる旨規 定し、 

施行 令 第１７１条の６第１項には、 

「普 通 地 方 公 共 団 体 の長 は、債 権 （強 制 徴 収 により徴 収 する債 権 を除

く。）について、次 の各 号 の一 に該 当 する場 合 においては、その履 行 期 限

を延長する特約 又は処分をすることができる。（後 段は省略 ） 

（中 略） 

２ 債 権 者 が当 該 債 務 の全 部 を一 時 に履 行 することが困 難 であり、かつ、

その現 に有 する資 産 の状 況 により、履 行 期 限 を延 長 することが徴 収 上 有

利であると認められるとき。   （後 略）」 
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と規 定 されている。 

これは、普 通 地 方 公 共 団 体 の長 がいわゆる私 債 権 の履 行 期 限 を延 長

するためには、①債 務 者 が当 該 債 務 の全 部 を一 時 に履 行 することがある

ことを認 め、②その現 に有 する資 産 の状 況 を調 査 し、③履 行 期 限 を延 長

することが徴収 上 有 利であると認 めるという所 定の手続 きを経ることを要 求

する規定 である。 

      そして、財 務規 則 第２１０条によれば、 

「令 第 １７１条 の６の規 定 による履 行 延 期 の特 約 等 は、債 務 者 から次 の各

号 に掲 げる事 項 を記 載 した文 書 による申 出 に基 づき、その該 当 する理 由

及 び必 要 であると認 める理 由 を記 載 した文 書 により町 長 の決 裁 を受 けな

ければならない。 

(1) 債 務 者の住 所 及 び氏 名  

(2) 債 権 金額  

(3) 債 権の発生 原 因  

(4) 履 行 期限の延 長 を必要 とする理 由  

(5) 延 長に係る履 行 期限  

(6) 履 行 期限の延 長 に伴う担保 及び利息 に関する事 項  

(7) 第 ２１３条 各 号に掲げる趣 旨の条件を付与 することを承 諾すること。 

２ 歳 入 徴 収 者 は、前 項 の場 合 において必 要 があると認 めるときは、債 務

者 又 は保 証 人 に対 し、その承 諾 を得 て、その業 務 又 は資 産 の状 況 に関

して質 問 をし、帳 簿 書 類 その他 の物 件 を調 査 し、又 は参 考 となるべき資

料の提出を求める等 必要 な調 査を行わなければならない。」 

と規 定 されている。 

また、同 第２１２条によれば、 

     「歳 入 徴 収 者 は、履 行 期 限 の特 約 等 をする場 合 においては担 保 を提 供 さ

せ、かつ、利 息 を付 するものとする。ただし、令 １７１条 の６第 １項 第 １号 に

該 当 する場 合 その他 特 別 の事 情 がある場 合 はこの限 りではない。（後 略 ）」 

と規 定 され、さらに、同２１３条によれば、 

「歳 入 徴 収 者は、履 行 期 限の特 約等 をする場 合には、次 の各 号に掲 げる

趣旨 の条 件を付 するものとする。 

（１） 当 該 債 権 の保 全 上 必 要 があるときは、債 務 者 又 は保 証 人 に対 し、

その業 務 又 は資 産 状 況 に関 して質 問 し、帳 簿 書 類 その他 の物 件 を調

査し、又は参 考となるべき資料の提 出を求 まること。（後 略）」 

と規 定 されている。 

ところが、やまやから町 長 に対 して提 出 された土 地 売 買 代 金 の支 払 期

限 延 長に関する請 願 書 及び本 覚 書 書には、履 行期 限 の延長 に伴う担 保

に関 する事 項 や財 務 規 則 第 ２１３条 各 号 に掲 げる趣 旨 の条 件 を付 するこ

とを承 諾 する旨 が記 載 されておらず、本 覚 書 には利 息 に関 する事 項 が記
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載されていない。 

町 長 は、本 請 願 書 を検 討 し、本 覚 書 を締 結 する際 、法 、施 行 令 及 び

財 務 規 則 に定 められた手 続 きを履 行 することを怠 り、履 行 期 限 延 長 の必

要 性 、合 理 性 等 を調 査 することなくやまやからの履 行 期 限 延 長 の申 出 を

容 認 しているのであり、このような町 長 の行 為 は、法 第 ２４０条 第 ３項 、施

行 令 第 １７１条 の６及 び財 務 規 則 に違 反 する違 法 なものであるというべき

である。 

そうすると、本 覚 書 が「特 約 」であると解 した場 合 には、上 記 の手 続 きを

すべて怠 った篠 栗 町 長 の行 為 は、地 方 自 治 法 ２４０条 ３項 、地 方 自 治 法

施 行 令 １７１条 の６及 び財 務 規 則 に違 反 する違 法 なものであるということに

なる。 

 

イ 本 覚 書の法的 性 質が「和 解」であると解した場 合の地方 自 治法 ９６条の第  

１項 １２号違 反  

    地方 自 治法 ９６条１項には、 

 「普 通 地 方 公 共 団 体 の議 会 は、次 に掲 げる事 件 を議 決 しなければならない。 

（中 略） 

１２ ・・・和 解・・・ 

（後 略）」 

と規 定 されている。 

これは、普 通 地 方 公 共 団 体 の長 が和 解 しようとするときには、その議 会 の

議 決 を得 なければならないことを要 求 する規 定 である。そうすると、本 覚 書 が

「和 解 」であると解 した場 合 には、本 覚 書 について、議 会 の承 認 を得 なかっ

た町 長 の行 為 は、法 第 ９６条 の第 １項 第 １２号 に違 反 する違 法 なものである

ということになる。 

 

ウ 小括  

    以 上 のとおり、本 覚 書 の法 的 性 質 を、法 第 ２４０条 第 ３項 、施 行 令 第 １７１条

の６第 １項及 び財 務 規則 に規 定 された「特 約」と解 した場 合であっても、法 第

９６条 第 １項 第 １２号 に規 定 された「和 解 」であると解 した場 合 であっても、い

ずれかの法の規定 の違反を避 けることはできない。 

     そして、本 覚 書 は議 会 において報 告 されることもなく、町 長 は独 断 で秘 密

裏に事を進 めたものである。 

また、上 記 １で述 べたとおり、そもそも本 件 売 買 契 約 書 が延 滞 金 に関 する

条 項 を欠 き、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 に違 反 する以 上 、本 覚 書 もこの

ような瑕 疵 を承 継 する。したがって、延 滞 金 に関 する条 項 を欠 く本 覚 書 は、

行政 の公 平性 及び本 件条 例が規定 する義 務を怠 る違 法 なものである。 

     このよう延 滞 金 を欠 く本 覚 書 は、行 政 の公 平 性 に違 反 し、その結 果 として、
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町の公有 財 産や町 財 政の健全 性を棄 損し、町の住民を含む町 全体 の利 益

を棄損するものである。 

したがって、町 長は、①法 第２４０条 第 ３項 、施行 令 第１７１条の６第 １項及

び財 務 規 則 に規 定 された所 要 の手 続 きを履 践 し、②法 第 ９６条 第 １項 第 １２

号 に規 定 された議 会 の議 決 を得 て、③延 滞 金 に関 する条 項 を本 覚 書 に追

加 するなどの義 務 を負 っているにもかかわらず、これらの義 務 を怠 っていると

いわざるを得 ない（以 下「怠る事 実３」という。）。 

（２） 小 括  

したがって、町 長 は、やまやとの間 で本 覚 書 を締 結 するに当 たり、法 、施

行 令 及 び財 務 規 則 に定 められた手 続 きを履 行 することを怠 り、履 行 期 限 延

長 の必 要 性 、合 理 性 等 について必 要 な調 査 をすることなくやまやからの履

行 期 限 延 長 の申 出 を容 認 しているのであり、このような町 長 の行 為 は、法 、

施行 令 及び財務 規 則に違反 する違法 なものであるといわざるを得ない。       

 

 

町（まちづくり課 ）の主 張  

当 該 産 業 団 地 における造 成 工 事 完 了 前 に売 買 契 約 を締 結 した３社 におき

ましては、売 買 契 約 額 の２割 を契 約 保 証 金 として事 前 に受 領 しており、買 主に

何 らかの事 案 が発 生 した場 合 は、売 買 契 約 書 第 ４条 （契 約 保 証 金 による乙 に

よる解 除 権 の行 使 ）、または、同 第 １２条 （所 有 権 移 転 前 の甲 の解 除 権 ）にお

いて契 約 保 証 金 を違 約 金 として徴 収 することができるため延 滞 金 の条 項 を設

けず違 約 金 の徴 収 で対 応 するようにしております。これらの事 象 により契 約 解

除 に至 った場 合 は、議 会 に諮 るべきものであると認 識 しています。なお、延 滞

金 に関 する条 項 を設 けていない点 については「怠 る事 実 １」において述 べたと

おりです。 

今 回 は、町 に進 出 を表 明 している企 業 が新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 によ

る影 響 で苦 しんでいる現 状 を受 けての措 置 であるため、同 契 約 第 １２条 第 ２項

オで定 める「乙 に本 契 約 を継 続 しがたい違 法 又 は背 信 的 な行 為 」を行 ったと

言えません。また、今 回の新型 コロナウイルス感 染拡 大の影 響は、世 界 的な災

害 であり、国 も企 業 に対 し様 々な支 援 を打 ち出 している中 、篠 栗 町 まち・ひと・

しごと創 生 総 合 戦 略 の目 的 を理 解 し、町 のまちづくりに貢 献 したいというやま

やの想 いに対し、あくまでも、町が行う独 自 支 援の一 環 です。この点 は、令和 ２

年 第 ４回 篠 栗 町 議 会 定 例 会 の一 般 質 問 におきましても請 求 人 の質 問 に回 答

しているところです。 

また、今 回の支 払期 限の猶予 は、やまやに対し、新型 コロナウイルス感染 拡

大 の影 響 等 の諸 事 情 を考 慮 し、決 定 したものであり、そもそも紛 争 ではないこ

とから「和 解」という表 現は当 てはまりません。 

 



10 
 

（４） 土 地 売買 代 金 の支 払の再 延 長に関 する覚書 怠 る事 実４について 

 

    請求 人の主張  

町 長 は、令 和 ２年 １２月 １１日 、土 地 売 買 代 金 の納 入 期 限 を令 和 ３年 ２月

１日 とする納 入 通知をやまやに発 出した。 

これに対 して、やまやは、町 長 に対 し、土 地 売 買 契 約 の土 地 精 算 金 につ

いて支 払 期 日 を令 和 ３年 ８月 ３１日 まで再 度 延 期 してもらいたい旨 、令 和 ３

年１月２６日 付お願い文書を提出 した。 

この文 書 にも、理 由 は定 かではないが町 の受 付 印 が押 印 されていなかっ

た。この文 書 を受 けた町 長 は、法 、施 行 令 及 び財 務 規 則 に定 められた手 続

きを履 行 することを怠 り、文 書 に記 載 された事 実 について、その必 要 性 ・合

理 性 等 について必 要 な調 査 をすることなく、議 会 の承 認 も得 ないで、その文

書 をそのまま容 認 し、やまやとの間 で①売 買 代 金 の支 払 期 限 を令 和 ３年 ８

月 ３１日 とし、②令 和 ３年 ２月 ２日 から同 年 ３月 ３１日 までの金 利 相 当 分 を０．

０７５パーセントとし、③令 和 ３年 ４月 １日 から同 年 ８月 ３１日 までの金 利 相 当

分 を年 ０．２０１パーセントとする土 地 売 買 代 金 の支 払 の再 延 長 に関 する令

和３年２月１日 付覚 書 を締結した。 

本 覚書 の法 的性 質も、法 第２４０条 第 ３項 、施 行令 第 １７１条の６第１項 及

び財 務 規 則 に規 定 された「特 約 」又 は法 第 ９６条 第 １項 第 １２号 に規 定 され

た「和 解 」であると解 されるが、本 覚 書 についても、議 会 において報 告 される

ことなく、町 長 は、独 断 で秘 密 裏 に事 を進 めたものであり、令 和 ２年 ７月 ２０

日 付 け覚 書 と同 様 に、法 の規 定 の違 反 を避 けることはできない。また、財 務

規則 に違 反することも、令 和２年 ７月 ２０日 付け覚 書と同 様である。 

そして、本 覚 書 には、上 記 ②③の条 項 が入 れられているが、本 件 条 例 に

よれば本 来 民 法 所 定 の年 ５パーセントの割 合 による遅 延 損 害 金 を徴 収 しな

ければならないのに、それよりはるかに低 額 の金 利 相 当 分 を徴 収 することに

している。さらに、上 記 １で述 べたとおり、そもそも本 件 土 地 売 買 契 約 書 が延

滞 金 に関 する条 項 を欠 き、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 に違 反 する以 上 、

本覚 書も行政 の公 平 性及 び本 件 条例に違 反する瑕 疵を承 継する。 

したがって、本 覚 書 は、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 が規 定 する義 務 を

怠 る違 法 なものである。このような本 件 土 地 売 買 契 約 書 の瑕 疵 を承 継 した

本 覚 書は、行 政 の公 平 性に違 反し、その結 果 として、町の公 有 財 産や町 財

政の健 全 性を棄 損 し、町 の住 民 を含 む町 全 体の利 益を棄 損 するものである。 

したがって、町 長は、①法 第２４０条 第 ３項 、施行 令 第１７１条の６第 １項及

び財 務 規 則 に規 定 された所 要 の手 続 を履 践 し、②法 第 ９６条 第 １項 第 １２

号 に規 定 された議 会 の議 決 を得 て、③延 滞 金 に関 する条 項 を本 覚 書 に追

加 するなどの義 務 を負 っているにもかかわらず、これらの義 務 を怠 っていると

いわざるを得 ない。 
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町（まちづくり課 ）の主 張  

請 願 書 に記 載 された事 実 について、支 払 期 限 猶 予 の申 し出 をやまやか

ら受 け、企 業 活 動 の状 況 をヒアリングし、また、工 場 稼 働 の状 況 を確 認 する

など、その当 時 の状 況 把 握 に努 めました。また、履 行 期 限 を延 長 するにあた

り、やまやの進出 で得 られる企 業税 収や新 たな雇 用 創出 、人口 減少 の抑 制 、

国 内 外 からの観 光 人 口 の流 入 、そしてまちづくりに対 する貢 献 など様 々な

影 響 を考 慮 したうえで、猶 予 を与 える判 断 を総 合 的 に行 い、支 払 期 限 の延

長 を行 っていることからその必 要 性 ・合 理 性 等 は検 証 しております。また、議

会の承認は、議決 条 例において議 決案 件 として定 められていません。 

なお、令 和 ３年２月 １９日に実 施した篠 栗 北 地 区 産 業団 地 現 状 報 告 会に

おきまして、やまやの清 算 金 支 払 延 期 の報 告 は請 求 人 を含 むすべての議

員 に行 っており、また、やまやから利 息 相 当 分 の負 担 をいただく説 明 も 令

和 ３年 第 １回 定 例 会 予 算 特 別 委 員 会 におきまして、議 案 第 ２３号 令 和 ２年

度 篠 栗 町 篠 栗 北 地 区 産 業 団 地 整 備 事 業 特 別 会 計 補 正 予 算 （第 ２号 ）で

説 明を行 い、請 求 人 を含 む出 席 者 全 員の賛 成を得 ていることから秘 密 裏に

事を進 めたとの指 摘 は当たりません。 

また、利 率 に関 しては、本 町 が清 算 金 を期 限 通 り支 払 われた場 合 、本 来

町 が負 担 することがなかった借 入 金 の利 息 相 当 分 を負 担 願 ったものです。

その一 時 借 入 金 の利 率 が令 和 ２年 度 は、０．０７５パーセントであり、令 和 ３

年 度 は、０．２０１パーセントであることから、その利 率 をもって負 担 額 の設 定

を行ったものです。 

また、延 滞 とは、期 限 内 に支 払 いを完 了 せず、督 促 を複 数 回 行 い、それ

でも支 払 いに応 じない場 合 であり、今 回 の本 町 の措 置 は、当 初 の支 払 期 限

が到 達 する前 にやまやから申 し出 があり、やまやの財 務 状 況 の見 通 しや企

業 活 動 の状 況 をヒアリングし、工 場 の稼 働 状 況 を確 認 するなど現 状 把 握 に

努 めました。また、町 執 行 部の中 で履 行 期 限の延 長を検 討 するにあたり、新

型 コロナウイルス感 染 拡 大 の影 響 や国 の経 済 支 援 措 置 、やまやの進 出 で

得 られる企 業 税 収 や新 たな雇 用 創 出 、人 口 減 少 の抑 制 、国 内 外 からの観

光 人 口 の流 入 、そしてまちづくりに対 する貢 献 など様 々な観 点 で協 議 を行

い、これらを検 討 した上 で猶 予 を与 える判 断 を総 合 的 に行 い、支 払 期 限 の

延長を行っていることから延滞には当たりません。 

また、前 述 したとおり、延 滞 利 息 の明 記 につきましては、先 述 したとおり、

当 該 産 業 団 地 における造 成 工 事 完 了 前 に売 買 契 約 を締 結 した３社 から売

買 契 約 の２割 を契 約 保 証 金 として受 領 しており、買 主 が売 買 契 約 書 第 ４条

の契 約 保 証 金 による乙 による解 除 権 の行 使 、または、同 第 １２条 （所 有 権 移

転 前 の甲 の解 除 権 ）において買 主 がこれらに該 当 することがあった場 合 、契

約 保 証 金 を違 約 金 として徴 収 するようにしていることから、延 滞 金 に関 する

条 項 は設 けていません。また、議 決 条 例 第 ３条 には、変 更 契 約 に関 する条
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項 がないため、議 案 の内 容 に変 更 が生 じた場 合 、議 会 に上 程 しています。

以 上のことから行 政 の公 平 性 及び本 件 条 例に違 反 するような議 案を議 会に

提出しているとは言えません。 

 

 

（５） やまやに対する延滞 金の支払 い促の怠る事 実５について 

 

請求 人の主張  

やまやから金 利 相 当 分 と思 料 される６３，０２２円 が令 和 ３年 ４月 ８日 に納

入 され、さらに４５３，３６３円 が同 年 ９月 ３０日 に町 に納 入 され、同 年 ８月 ３１

日、土 地売 買 代金 ５３８，０８５，２９５円が町 に納 入された。 

町 長 は、本 件 土 地 売 買 契 約 に従 って確 定 測 量 が完 了 した後 、速 やかに

支 払 期 限を確 定して納 入 通 知をやまやに発 出し、指 定 された期 限 までに支

払われない場 合は、本件 条 例に基づき、やまやに対 して、期限 までに支 払う

よう督 促 を行 い、指 定 された期 限 までに売 買 代 金 が支 払 われない場 合 は、

年 ５パーセントの割 合 による遅 延 損 害 金 を請 求 する義 務 を負 っていた。しか

し、町 長 は、速 やかに納 入 通 知 書 を発 出 し、本 件 条 例 に基 づいてやまやに

対 して、督 促 及 び請 求 を行 うことを怠 っており、このような町 長 の行 為 は、義

務を怠 る違 法 行為 というべきである。 

そればかりか、前 記 のとおり、町 長 は、やまやの２度 にわたる売 買 代 金 支

払 い延 期 の申 出 の必 要 性 ・合 理 性 等 について必 要 な調 査 をすることなく、

議 会の承 認 も得 ないでそのまま容 認し、法 違 反 及び財 務 規 則 の違 法を繰り

返 して覚 書 を締 結 しており、これは、遅 延 損 害 金 債 権 を放 棄 する行 為 とも

評 価 できる。そして、法 第 ９６条 第 １項 第 １０号 の規 定 によれば、債 権 を含 む

権 利 を放 棄 するには議 会 の承 認 が必 要 であり、本 件 条 例 第 １２条 によれば

破 産 法 の規 定 やその他 の法 令 により、債 務 者 が債 権 についてその責 任 を

免 れた時 など一 定 の事 由 に該 当 すれば、町 長 は、議 会 の承 認 なく債 権 を

放 棄することができる旨 規定 されているが、やまやには、本 件 条 例 第１２条 に

該当 するような事 由は全く存しない。 

したがって、町 長 は、遅 延 損 害 金 債 権 を放 棄 したのであれば、議 会 の承

認 を得 てないことから違 法 であり、町 は、遅 延 損 害 金 相 当 額 の損 害 を被 っ

たというべきである。このような町 長 の行 為 は、義 務 を怠 る違 法 な行 為 であり、

町 は、町 長 に対 して損 害 賠 償 請 求 できるところ、町 の機 関 としての町 長 は、

町 長 個 人 に対 して、損 害 賠 償 請 求 を行 わず、損 害 賠 償 請 求 権 の行 使 を怠

っていることから、これも義務を怠 る違 法な行為 となる。   
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町（まちづくり課 ）の主 張  

令 和 元 年 ２月 １５日 に締 結 したやまやとの土 地 売 買 契 約 書 第 ５条 ２項 に

おいて「前 項 の納 入 通 知 書 は、甲 が行 う本 件 区 画 の造 成 工 事 の完 了 公 告

が出 された後 、速 やかに発 行する。」となっています。     

しかし、やまやが新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 による影 響 を受 け、支 払 期

限 猶 予 の申 し入 れがあり、令 和 ３年 ７月 １３日 に支 払 い期 限 猶 予 の請 願 書

を受 け、令 和 ３年 ７月 ２０日 に「土 地 売 買 代 金 の支 払 いに関 する覚 書 」を締

結したことから納 付 書 の発 行は行っていません。 

前 述 しましたとおり、延 滞 とは、期 限 内 に支 払 いを完 了 せず、督 促 を複 数

回 行 い、それでも支 払 いに応 じない場 合 であり、今 回 の町 の措 置 は、当 初

の支 払 期 限 が到 達 する前 にやまやから申 し出 があり、その企 業 の状 態 をヒ

アリングし、また、新 型 コロナウイルス感 染 拡 大 の影 響 を考 慮 したうえで、支

払 期 限 を猶 予 していることから延 滞 に当 たりません。これらのことから損 害 遅

延金 が生じておらず、義務を怠る違 法な行 為はありません。 

 

 

３ 監査 委 員の判断  

      以 上を踏 まえ、監査 委員 は、次 のとおり判 断しました。 

 

（１）怠 る事 実 １については、土 地 売 買 契 約 書 の事 業 用 地 は造 成 工 事 が完

了 後 に引 き渡 すことになっており、契 約 段 階 では当 該 用 地 は未 完 成 の用地

であるため、土 地 売 買 契 約 の当 初 では、造 成 工 事 が完 了 するまでの契 約 を

担 保 するために契 約 保 証 金 の条 項 を設 けていることもあり、双 方 の合 意 によ

り、延滞 金の条 項を入れなかったとしても、契 約 上問 題が無いと判 断する。 

また、議 会 での説 明 については、議 会 議 決 条 例 第 ３条 に従 って、土 地 の

面 積 、金 額 、相 手 先 の概 要について説 明 を行っているが、延 滞 金 の条 項が

ないことについては、双 方 の合 意 により、債 権 としての取 り扱 いはしていない。 

したがって、議 決 を得 らなければならないのは財 産 の処 分 についてであり、

延 滞 金 の条 項 を入 れていないことの説 明 の必 要 性 は、極 めて低 いものと判

断 する。ただし、町 の事 業 として今 後 の発 展 に大 きく寄 与 する案 件 であるこ

とから、詳 細 な説 明 が必 要 であったかと推 測 するので、今 後 は丁 寧 な説 明

に努 められたい。 

また、やまやとの土 地 売 買 契 約 は、当 該 土 地 が未 完 成 の状 態 で契 約 の

担 保 として契 約 保 証 金 を納 入 し、完 成 後 に引 き渡 す売 買 契 約 であり、久 原

本 家 との土 地 売 買 契 約 は、造 成 工 事 が完 了 後 の契 約 締 結 である。未 完 成

の土 地 と完 成 後 の土 地 の違 いがあることから、契 約 条 項 が必 ずしも同 一 の

必 要 性はなく、行 政 の公 平 性 及び本 件 条 例が規 定する義 務を怠っていると

は必ずしも言えないと判断 する。 
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    （２）怠 る事 実 ２については、上 記 （１）で述 べているとおり延 滞 金 に関 する条

項 を欠 く本 議 案 は、行 政 の公 平 性 及 び本 件 条 例 が規 定 する義 務 を怠 る違

法 なものではないと判 断している。また、やまやが納 期を延 滞 している事 実は、

平 成 ３１年 ２月 ２７日 付 け土 地 売 買 契 約 書 第 ５条 第 １項 により事 務 処 理 の過

程 において最 終 残 金 の確 定 後 に記 載 する納 入 通 知 書 の納 期 限 より前 に、

双 方 の協 議 により納 期 の延 長 猶 予 が合 意 されていることから延 滞 金 が発 生

しているとは一 概には言えない。 

  以 上 のことから延 滞 金 の条 項 を欠 いていること及 び納 期 限 を猶 予 したこと

を報告したうえでの議 会承 認の必要 はないと判 断する。 

 

    （３）怠 る事 実 ３については、新 型 コロナウイルスの感 染 拡 大 の社 会 的 影 響 の

大 きさは、万 人 の共 通 認 識 であることは疑 の余 地 はない。そのようなことも踏

まえて国 は、令 和 ２年 ４月 ２０日 に政 府 の閣 議 決 定 により「新 型 コロナウイル

ス感 染 症 緊 急 経 済 対 策 ～国 民 の命 と生 活 を守 り抜 き、経 済 再 生 へ～」、令

和 ２年 ４月 経 済 産 業 省 「新 型 コロナウイルス感 染 症 緊 急 経 済 対 策 における

税 制 上の措 置 （経 済 産 業 関 係）」、令 和 ２年 ４月１５日 付 内 閣 府 「新 型コロナ

ウイルス感 染 症 緊 急 経 済 対 策 の経 済 効 果 試 算 資 料 １などの様 々な措 置 が

執 られた。その目 的 は、社 会 経 済 の損 失 をできるだけ防 ぐ措 置 と受 け止 めら

れるので、請 願 書 の納 期 の延 長 を認 める行 為 は、施 行 令 第 １７１条 の６第 １

項に規定 された「特約 」に該 当するものと判 断する。  

地方 自 治体の債 権の場合 には、法 第２４０条第 ３項 、施行 令 第１７１条の 6

第 １項 の規 定 により債 務 者 が資 力 の状 態 によって全 部 を一 時 に履 行 するこ

とができないなどの所 定の事 由に該当 しなければ、履行 期 限の延 期を行うこ

とは法 律 上制 約 されているので、所 定の手 続きをとる必 要がある。 

この点を踏 まえ、町 は、施 行 令 第 １７１条 の６第１項 第 ２号 及 び第 ３号の該

当 性 を検 証 するため、やまやからの請 願 書 （令 和 ２年 ７月 １３日 付 ）に基 づき

新 型 コロナウイルスの影 響 に対 し必 要 な会 社 の経 営 状 況 及 び収 支 計 画 の

ヒアリング及 び工 場 の稼 働 状 況 等 を確 認 し、申 し入 れの必 要 性 等 を調 査 し

て、さらに、今 後 の納 期 について十 分 に協 議 し、財 務 規 則 の規 定 に基 づき

所 定 の事 務 手 続 きを行 い町 長 の決 裁 を受 けていることから、手 続 きを怠 っ

ているとは言えない。 

また、法 第 ９６条 第 １項 第 １２号に規 定 する和 解 は、民 法 第 ６９５条 「和 解は、

当 事 者 が互 いに譲 歩 をしてその間 に存 する争 いをやめることを約 することに

よって、その効 力 を生 ずる。」と規 定 されているように紛 争 に対 しての和 解 の

事 項 と解 されることから、当 該 事 務 処 理 は「和 解 」には当 たらないことから、

法第 ９６条第 １項第 １２号に該 当しないと判 断する。 

したがって、町 長 は、やまやとの間 で本 覚 書 を締 結 するに当 たり、地 方 自
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治 法 、地 方 自 治 法 施 行 令 及 び篠 栗 町 財 務 規 則 に定 められた手 続 きに基

づいて、履 行 期 限 延 長 の必 要 性 、合 理 性 等 について必 要 な調 査 を履 践 し

ており、やまやからの履 行 期 限 延 長 の申 出 を容 認 しているのであり、このよう

な篠 栗 町 長 の行 為 は、地 方 自 治 法 、地 方 自 治 法 施 行 令 及 び篠 栗 町 財 務

規則 に違 反する行 為 は認められないと判断 する。  

 

     （４）怠 る事 実 ４については、このことについては、（１）、（２）、（３）で述 べたと

おり、①法 第 ２４０条 第 ３項 、施 行 令 第 １７１条 の６第 １項 、財 務 規 則 に規 定

された所 要 の手 続 きを履 践 し、②法 第 ９６条 第 １項 １２号 に規 定 された議 会

の議 決 を得 て、③延 滞 金 に関 する条 項 を本 覚 書 に追 加 するなどの手 続 き

を行う必 要はないと判 断する。 

 

     （５）怠 る事 実 ５については、町 長 は、やまやの納 期 限 の延 期 の申 し出 に対

して、会 社 へのヒアリング及 び支 払 い能 力 を十 分 に調 査 し、確 実 に申 し出

とおりに支 払 うことが確 約 できることを認 識 したことにより、納 期 限 前 におい

て双方 の協 議により納 期 限の猶 予を行ったており、遅 延 損害 金 に該 当しな

い。ただし、町 は、北 地 区 産 業 団 地 の整 備 事 業 費 用 の資 金 を調 達 するた

めに金 融 機 関 から一 時 的 に借 り入 れを行 っており、やまやからの納 入 金 額

をそのまま金 融 機 関 への返 済 を計 画 していたことがあったため、納 期 限 を

再延 長することによって生じた利 息金 額を支払 い遅延 損 害金 として別 途 支

払うことの覚 書をやまやと締結している。 

 このことから、債 権 を滞 納 しているとは言 えない。よって督 促 を行 う必 要 も

ないと判 断 する。また、あくまでも支 払 期 限 を猶 予 したことであることから、延

滞 金 の認 識 は存 在 しないため、延 滞 金 の債 権 を放 棄 したことにはなり得 な

いと判 断 する。したがって、町 が損 害 を被 った事 実 は存 在 せず、町 が、町

長に対して、損害 賠 償請 求する事案 と認 めることはできないと判断 する。 

 

 

      したがって、財産 の管 理を怠 る事 実に該当しないと判 断しました。 

 

 

   ４ 結 論  

     以 上 のとおり、町 が篠 栗 北 地 区 産 業 団 地 整 備 事 業 に関 する財 産 処 分 の

契 約 の締 結 及 び履 行 並 びに財 産 の管 理 が、違 法 又 財 産 の管 理 を怠 る事

実とはいえず、請 求人 の主 張には理由 がないと判 断しました。 

ただし、法 令 等 に従 い事 務 処 理 を進 めるのは当 然 であり、今 回 の案 件 で

も違 法 な点 は見 られないが、町 の今 後 を左 右 する重 大 な事 業 であることを

考 えれば、継 続 中 の案 件 では説 明 のタイミングが難 しい面 もあるとは思 われ
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るが、可 能な限り町 長 は議会 に対して丁寧 、かつ細やかな説 明 をされたい。 

なお、やまやから２度 の請 願 書 に対 して町 の受 付 印 がなかったことについ

ては、篠 栗 町 文 書 管 理 規 定 （平 成 １４年 ３月 ２９日 規 則 第 ２号 ）第 １２条 第 １

項第 １号 に基 づいて文書 管 理システムに必要 な事項を登録していることから、

受付 印を押 印する必 要はない。 

最 後 に、監 査 を執 行 した中 で令 和 ２年 度 分 の利 息 相 当 分 の計 算 に対 し

て借 り入 れの日 数 が１日 不 足 しているので、１日 分 の利 息 相 当 分 の金 額 を

町はやまやに請 求されたい。 

 

 

 

令和 ３年 １２月１７日  

 

篠栗 町 監査 委 員  石 内  清 之   

    同        今 長 谷  武 和   


